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○測量及び建設工事コンサルタント業者等
昭和61年５月15日

の指名に関する要領 土 総 第 4 2 9 号

〔沿革〕 昭和62年５月７日土総第328号、63年３月31日第2605号、平成５年４月１日第14号、10年３月31日第18
29号改正、17年３月31日改正、18年４月３日改正、21年10月１日改正、25年3月15日改正、26年３月31
日改正、26年７月２日改正、27年３月13日改正、27年４月27日改正、令和元年10月１日改正、３年５
月25日改正

（目的）

第１条 この要領は、土木建築部が発注する建設工事等に関する測量、建築設計及び建設

コンサルタント業者等（以下「コンサルタント業者等」という。）の指名に必要な要領

を定め、もって委託業務の適正化を図ることを目的とする。

（指名基準）

第２条 委託業務の入札参加者を指名するときは、当該年度の「測量及び建設コンサルタ

ント等業務入札参加資格者名簿」に登録されている者のうちから次に掲げる事項を留意

するとともに、別表第１の基準により、当該年度における指名及び受注の状況を勘案し、

指名が特定の業者に偏しないようにしなければならない。

⑴ 当該業務に対する技術的適正

⑵ 会社の経営状況及び使用人数並びに技術者の状況

⑶ 専門的技術を要する特殊業務の場合は、専門業者との技術提携の状況

⑷ 過去における成果の状況

⑸ 測量等で分筆業務を含むものについては、専任の土地家屋調査士免許取得者の有無

⑹ ボーリング調査の場合は、ボーリング機械の保有状況

⑺ 磁気探査調査の場合は、磁気探査機器の保有状況

（指名審査会の設置）

第３条 土木建築部（以下「部」という。）、主務課及び出先機関に指名審査会（以下「審

査会」という。）を置き、コンサルタント業者等の指名について調査審議する。

２ 本庁における部の審査会の対象業務は、本庁において執行する設計金額１千万円以上

の委託業務とし、主務課においては設計金額１千万円未満の委託業務とする。ただし、

特に必要と認める場合は、本文に規定する設計金額未満の業務についても部の審査会の

審議の対象とすることができる。

（審査会の構成）

第４条 本庁及び出先機関における審査会の構成は、次のとおりとする。

⑴ 本庁における部の審査会は、土木建築部長、土木企画統括監、土木整備統括監、建

築都市統括監、土木総務課長、技術・建設業課長、事業管理監、建設業指導契約監及

び当該事業の主務課長をもって構成し、運営は次のとおりとする。

ア 土木建築部長を会長とし、会長が会務を総括する。

イ 会長に事故あるときは、あらかじめ会長が指名した順位により、統括監がその職

務を代理する。

ウ 審査会が必要と認める場合は、他の職員を参加させることができる。
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⑵ 主務課においては、主務課長を会長とし、主務課長が指名した者をもって審査会を

構成する。

⑶ 出先機関における審査会は、所長及び所長が指名した者をもって構成し、運営は次

のとおりとする。

ア 所長を会長とし、会長は、会務を総括する。

イ 会長に事故あるときは、あらかじめ会長が指名した者がその職務を代理する。

ウ 審査会が必要と認める場合は、他の職員を参加させることができる。

（審査会の定足数）

第５条 審査会は、構成員の過半数をもって成立する。

（審査会の開催）

第６条 審査会は、毎週月曜日に開催する。ただし、必要があるときは、随時開催するこ

とができる。

（指名業者数）

第７条 指名業者数は、執行する１件１千万円以上の委託業務については８人、１件１千

万円未満の委託業務については６人を標準とする。

（指名推薦書の提出）

第８条 第３条第２項の規定に該当する委託業務について、部の審査会に諮る場合におい

ては、主務課長は、指名推薦書（第１号様式）を、審査会会長あて提出しなければなら

ない。

２ 主務課及び出先機関の審査会に諮る場合においては、指名推薦書(第１号様式)を、審

査会会長あて提出しなければならない。

（指名表）

第９条 第３条に基づき、本庁に設置した部の審査会における審議結果については、主務

課長は、指名表（第２号様式）を作成し、土木建築部長、土木企画統括監、担当統括監

及び技術・建設業課長へ報告しなけらばない。

２ 主務課又は出先機関の審査会における審議結果については、指名表(第２号様式)

を、主務課においては、主務課長及び主務課長が指定した者、出先機関においては、所

長及び所長が指定した者へ報告しなければならない。

（共同企業体の結成）

第10条 高額な委託業務や業種の異なる委託業務を同時に発注する場合には、部の審査会

に諮り、共同企業体を結成することができる。

（秘密の保持）

第11条 関係職員は、本業務遂行上知り得た職務上の秘密を保持しなければならない。

（審査会の庶務）

第12条 審査会の庶務は、部の審査会においては技術・建設業課、主務課においては、主

務課長が指定した者、出先機関においては所長が指定した者が行う。

（その他）

第13条 この要領に定めるもののほか、指名に関し必要な事項は、部長が審査会に諮って

定める。

附 則
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この要領は、昭和63年４月１日から施行する。

附 則

この要領は、平成５年４月１日から施行する。

附 則

この要領は、平成10年４月１日から施行する。

附 則

この要領は、平成17年４月１日から施行する。

附 則

この要領は、平成18年４月３日から施行する。

附 則

この要領は、平成21年10月１日から施行する。

附 則

この要領は、平成25年４月１日から施行する。

附 則

この要領は、平成26年５月１日から施行する。

附 則

この要領は、平成26年７月15日から施行する。

附 則

この要領は、平成27年４月１日から施行する。

附 則

この要領は、平成27年５月１日から施行する。

附 則

この要領は、令和元年10月１日から施行する。

附 則

この要領は、令和３年６月１日から施行する。


